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国
民
の
理
解
が
得
ら
れ
な
い

「
安
保
関
連
法
案
」の
撤
回
を

再
度
求
め
る
意
見
書

反
対
討
論
（
要
旨
）

中
山
克
己
（
自
民
党
小
金
井
）

　

地
元
選
出
の
土
屋
正
忠
代
議
士
も

「
米
国
と
同
盟
を
結
び
、
そ
の
抑
止

力
の
も
と
に
国
の
存
立
と
安
全
を
計

ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
は
明
白
。

そ
の
上
に
立
っ
て
、
時
代
の
変
化
を

織
り
込
み
な
が
ら
備
え
る
の
が
、
当

然
国
会
や
内
閣
の
責
務
。」と
言
っ
て

い
る
。
安
易
な
批
判
に
よ
っ
て
国
民

が
混
乱
し
、
不
安
だ
け
が
残
る
こ
と

は
、
必
ず
し
も
国
民
の
た
め
に
な
ら

な
い
。
日
本
を
守
る
必
要
な
法
整
備

に
目
を
背
け
る
こ
と
な
く
進
め
て
ゆ

く
こ
と
は
、
日
本
の
将
来
に
必
要
な

こ
と
で
、
単
純
に
法
案
の
撤
回
を
市

議
会
と
し
て
求
め
る
こ
と
に
反
対
。

賛
成
討
論
（
要
旨
）

水
上
洋
志
（
日
本
共
産
党
）

　

戦
争
法
案
に
つ
い
て
、
ど
の
世
論

調
査
で
も
反
対
は
過
半
数
を
超
え
、

安
倍
政
権
へ
の
国
民
の
怒
り
は
日
本

列
島
に
広
が
っ
て
い
る
。
憲
法
違
反

で
あ
る
こ
と
は
、
憲
法
学
者
や
法
律

家
、
最
高
裁
元
長
官
か
ら
の
指
摘
か

ら
も
明
ら
か
で
あ
る
。
ま
た
、
集
団

的
自
衛
権
行
使
の
必
要
性
の
説
明
が

国
会
審
議
で
覆
る
な
ど
、
立
法
事
実

そ
の
も
の
が
失
わ
れ
る
事
態
と
な
っ

て
い
る
。
米
軍
を
兵
站
な
ど
で
支
援

し
、
核
兵
器
の
輸
送
も
歯
止
め
が
な

い
な
ど
、
危
険
性
や
欠
陥
が
次
々
と

明
ら
か
に
な
っ
た
本
法
案
は
、
撤
回

以
外
に
な
い
。

 
賛
成
討
論
（
要
旨
）

渡
辺
ふ
き
子
（
公
明
党
）

　

公
明
党
が
長
年
に
わ
た
り
、
女
性

参
画
社
会
実
現
を
目
指
し
て
政
策
提

案
す
る
中
、
今
年
「
女
性
の
職
業
生

活
に
お
け
る
活
躍
の
推
進
に
関
す
る

法
律
」
が
成
立
し
た
。
政
治
分
野
に

お
い
て
も
、
女
性
が
政
治
に
参
加
し

や
す
い
環
境
整
備
と
、
各
党
各
会
派

に
対
し
女
性
候
補
の
育
成
擁
立
を
進

め
る
努
力
を
促
す
よ
う
、
国
に
求
め

る
。
一
方
、
法
律
に
よ
る
候
補
者
の

性
別
等
の
義
務
付
け
は
、
機
会
均
等

原
則
や
政
治
活
動
の
自
由
等
、
憲
法

上
の
基
本
原
則
と
の
関
係
も
指
摘
さ

れ
て
お
り
、
慎
重
な
検
討
が
必
要
で

あ
る
こ
と
を
申
し
添
え
、
賛
成
す
る
。

 
賛
成
討
論
（
要
旨
）

板
倉
真
也
（
日
本
共
産
党
）

　

国
民
の
多
数
は
原
発
再
稼
動
に
一

貫
し
て
反
対
し
、
世
論
調
査
で
も
６

割
近
く
が
反
対
を
表
明
し
て
い
る
。

福
島
原
発
事
故
の
原
因
究
明
さ
え
行

政
治
分
野
に
お
け
る
「
女
性

参
画
推
進
法
」の
制
定
並
び
に

公
職
選
挙
法
の
一
部
改
正
を

求

め

る

意

見

書

川
内
原
発
再
稼
働
強
行
に 

抗
議
し
、「
原
発
ゼ
ロ
」

の
実
現
を
求
め
る
意
見
書

　

８
月　

日
（
土
）
か
ら
９
月　

日
（
月
）
に
か
け
て
実
施
し
た
「
小
金
井
市
議
会
基

２９

２８

本
条
例
（
案
）
に
関
す
る
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
」
に
つ
い
て
、　

人
の
方
か
ら　

件

１４

５１

の
ご
意
見
を
い
た
だ
き
、
誠
に
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

　

皆
様
か
ら
寄
せ
ら
れ
た
ご
意
見
は
、
議
会
基
本
条
例
策
定
代
表
者
会
議
で
検
討
し
、

　

月
中
旬
を
目
途
に
検
討
結
果
を
公
表
す
る
予
定
で
す
。

１２

わ
れ
な
い
ま
ま
、
国
民
多
数
の
民
意

を
真
っ
向
か
ら
踏
み
に
じ
っ
て
川
内

原
発
再
稼
動
を
強
行
し
た
こ
と
は
、

断
じ
て
許
さ
れ
る
も
の
で
は
な
い
。

福
島
原
発
事
故
を
経
験
し
た
日
本
が

取
り
組
む
べ
き
こ
と
は
、
省
エ
ネ
の

徹
底
と
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
計

画
的
・
大
量
導
入
に
精
力
的
に
取
り

組
み
、
原
発
ゼ
ロ
の
日
本
を
実
現
す

る
こ
と
。
よ
っ
て
、
本
意
見
書
に
賛

成
す
る
。
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建
設
環
境
委
員
会

　

７
月　

日
〜　

日

２９

３０

▽
岩
手
県
大
船
渡
市
（
災
害
復
興

の
ま
ち
づ
く
り
に
つ
い
て
）

▽
岩
手
県
陸
前
高
田
市
（
災
害
復

興
の
ま
ち
づ
く
り
に
つ
い
て
）

※
行
政
視
察
報
告
書
は
、
議
会
図

書
室
（
本
庁
舎
４
階
）
及
び
情
報

公
開
コ
ー
ナ
ー（
第
二
庁
舎
６
階
）

で
閲
覧
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

行
政
視
察
を
行
い
ま
し
た

　

議
会
基
本
条
例
（
案
）
策
定
の

進
捗
状
況
、
会
議
録
、
今
後
の
開

催
日
程
等
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

か
ら
ご
覧
い
た
だ
け
ま
す
。

過
去
の
開
催
日
程

　

▼
第　

回
＝　

月　

日
（
金
）

３８

１０

３０

　

▼
第　

回
＝　

月　

日
（
木
）

３９

１１

１９

議
会
基
本
条
例

策
定
代
表
者
会
議

議　

決　

結　

果

【会派略称】　 　　　　　自：自由民主党小金井市議団　共：日本共産党小金井市議団
公：小金井市議会公明党　民：小金井市議会民主党　　　リ：リベラル保守の会
ネ：生活者ネットワーク　改：改革連合　　　　　　　　緑：緑・市民自治こがねい
会：こがねい市民会議　　お：小金井をおもしろくする会　小：小金井自由民主意見書・決議の審議結果

○：賛成　×：反対　△：退席　議：議長（原則、採決には加わらず）

小お会緑改改ネネリリ民民公公公公共共共共自自自自
※可決された意見書は、国等への関係機関に送付しました。要旨原稿は提案
議員が作成しています。

露
口　

哲
治

白
井　
　

亨

斎
藤　

康
夫

片
山　
　

薫

篠
原
ひ
ろ
し

五
十
嵐
京
子

林　
　

倫
子

田
頭　

祐
子

渡
辺　

大
三

百
瀬　

和
浩

岸
田　

正
義

鈴
木　

成
夫

宮
下　
　

誠

紀　

由
紀
子

小
林　

正
樹

渡
辺
ふ
き
子

森
戸　

洋
子

板
倉　

真
也

関
根　

優
司

水
上　

洋
志

中
根　

三
枝

遠
藤
百
合
子

湯
沢　

綾
子

中
山　

克
己要　　　旨（提案議員が作成）件　　　名

原　案
可　決×○○○議×○○○○○○××××○○○○××××

安保関連法案に対する国民の反対の声は明らかであり、法案の中身とともに安倍政権
の強引な進め方に批判を強めている。学者、法律家、学生、宗教者などからも反対の
声が上がり、３２５の自治体議会が、７月９日時点で、反対や慎重審議を求める意見書を
提出している。理解が得られない安保法案は撤回すべきである。

国民の理解が得られない「安
保関連法案」の撤回を再度求
める意見書

原　案
可　決×○○○議×○○○○○○××××○○○○××××

政府は、東京五輪・パラリンピックの主会場となる新国立競技場に関する新たな整備
計画を決定した。しかし、総工費上限１,５５０億円は当初案１,３００億円を上回り、これは
北京大会の３倍強、ロンドン大会の２倍強であり、国民が納得できるものではない。
国に対し、新国立競技場建設計画の更なる見直しを求める。

新国立競技場建設計画の更な
る見直しを求める意見書

原　案
可　決○○○○議○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

地方税の根本原則をゆがめる地方法人特別税・地方法人特別譲与税と法人住民税の国
税化を直ちに撤廃して、地方税として復元するとともに、不合理な偏在是正措置を新
たに導入することなく、地方が担う権限と責任に見合う地方税財源の拡充という本質
的な問題に取り組むよう、強く国会と政府に求める。

地方税財源の拡充に関する意
見書

原　案
可　決○○○○議○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

東京の農業は、防災や環境など地域住民と一体感を持つ農業であるが、法制度の制約
があり、農地が減少している。国に対し、農地の保全等に不可欠な農地関連法や税制
等の具体的措置、都市農業振興基本法に基づき、相続税納税猶予制度適用生産緑地に
おける貸借を可能とすることなど、早急な農業振興策を強く要請する。

都市農地の保全と農業振興の
推進に関する意見書

原　案
可　決△○○○議×○○○○○○××××○○○○××××

「原発事故子ども・被災者支援法」の基本方針の改定は、原発事故の矮小化を図り、
被ばく受忍を強い、国の責任で行うべき支援を縮小するものである。国はこれを撤回
し、被災者と被災地の現実を直視し、対話の中から解決策を見出していく姿勢に転換
し、被災者の声を真摯に聴き、必要な支援施策を国の責任で行うよう強く求める。

「原発事故子ども・被災者支
援法」改定基本方針に反対し、
本来必要な被災者支援を求め
る意見書

原　案
可　決×○○○議×○○○○○○××××○○○○××××

日本年金機構による１０１万人に及ぶ情報流出が起こり、個人情報管理や共通番号（マイ
ナンバー）制度の安全性に対し、大きな不安が抱かれている。共通番号（マイナンバ
ー）を導入することに国民の理解を得ることは難しいと考えられる。共通番号（マイ
ナンバー）制度の実施には十分に時間をかけ、慎重に対応することを求める。

共通番号（マイナンバー）制
度の実施には慎重に対応する
ことを求める意見書

原　案
可　決△○○○議△○○○○○○○○○○○○○○△△△△

政治分野における男女共同参画の推進を実効あるものにするため、公職選挙法の一部
改正並びに性別比例原則尊重の政治分野における男女共同参画推進法を制定し、各政
党に対し自主的努力を求め、１票の格差是正と選挙制度の抜本改革、供託金の廃止ま
たは減額、セクハラ防止の議会運営、出産・育児環境の整備を求める。

政治分野における「女性参画
推進法」の制定並びに公職選
挙法の一部改正を求める意見
書

原　案
可　決△○○○議×○○○○○○××××○○○○××××

原発が１基も動いていなかった２年近く、夏も冬も電力は足りており、「原発を再稼動
させなければ電力不足が起き経済が混乱する」と宣伝した政府と電力会社の主張は完
全に破綻している。よって、九州電力川内原発の再稼動に抗議するとともに、原発再
稼動ではなく、原発は停止したまま「原発ゼロ」の実現を国に求める。

川内原発再稼働強行に抗議
し、「原発ゼロ」の実現を求め
る意見書

原　案
可　決×○△○議○○○○○○○○○○○○○○○××××

近年諸外国でも婚外子差別の撤廃が進み、国連からも繰り返し法改正を勧告されてい
る。よって、国に対し、以下のとおり戸籍法の改正を求める。①出生時における嫡出
子かどうかの別の記載欄の廃止。②実父母及び養父母との続柄欄の廃止。なお、続柄
欄廃止に伴い、性別を明らかにする必要がある場合は性別を記載すること。

婚外子差別撤廃のための戸籍
法改正を求める意見書

原　案
可　決×○○○議×○○○○○○××××○○○○××××

９月１９日に参議院本会議において本法案が採決されたことは、民主主義国家としての
歴史に大きな汚点を残したものであり、国会に対し、採決の有効性について参議院規
則第１３６条、第１３７条に基づく精査を強く求めるものである。政府の独裁的な暴挙に憤
りをもって抗議し、この違憲立法の適用を許さず、廃止することを強く求める。

憲法違反の安保法制の強行採
決に抗議し、廃止を求める決
議

原　案
可　決○○○○議○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

当市は、調布飛行場の離着陸時の航路下にあるとともに、国分寺崖線による高低差の
ある地域の特質等を有しており、今回の事故により、市民の不安は大きくなっている。
よって、当該事故の原因究明及び再発防止対策の徹底を図ることや、小金井市との協
定書を東京都が締結することなどを求める。

調布飛行場における小型航空
機墜落事故に関する決議

否　決○×××議○××××××○○○○××××○○○○
日米同盟の信頼性を高め、他国からの武力攻撃抑止を目的とする関連法が成立した。
国会審議の中で、安倍首相は抑止力の強化の意義に関連し、「外交を通じて平和を確保
することが重要な点は言を待たない」と答弁している。よって、政府に対し、専守防
衛を堅持し、平和外交を前提とした隙間のない安全保障体制確立を強く求める。

憲法の下「専守防衛」を堅持
し、平和外交を大前提とし
た、国民の生命と安全を守る
ために隙間のない安全保障体
制確立を求める意見書

小
金
井
市
議
会
基
本
条
例
（
案
）
に
関
す
る
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

ご
意
見
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た


